
上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、当社ウ
ェブサイトに掲載することにより、株主の皆様に提供しております。
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連結株主資本等変動計算書（2021年10月１日から2022年９月30日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当期首残高 1,636,608 1,321,400 △1,158,029 △92 1,799,887

当期変動額

新株の発行（新株予約
権の行使） 7,040 7,040 14,080

親会社株主に帰属する
当期純利益 500,846 500,846

連結範囲の変動 26,431 26,431

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 7,040 7,040 527,277 － 541,357

当期末残高 1,643,648 1,328,440 △630,751 △92 2,341,245

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新株予約権 非 支 配

株 主 持 分 純資産合計その他有価証券
評 価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当期首残高 △3,957 △25,029 △28,986 10,341 2,298 1,783,540

当期変動額

新株の発行（新株予
約権の行使） 14,080

親会社株主に帰属する
当期純利益 500,846

連結範囲の変動 26,431

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △5,700 △100,717 △106,417 △2,581 1,121 △107,877

当期変動額合計 △5,700 △100,717 △106,417 △2,581 1,121 433,480

当期末残高 △9,657 △125,747 △135,404 7,759 3,420 2,217,021

注．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の状況
　  連結子会社の数　12社

主要な連結子会社の名称
リネットジャパンリサイクル株式会社
ネットオフ・ソーシャル株式会社
リネットジャパンソーシャルケア株式会社
ネットオフ株式会社
リネットジャパングローバルスタッフ株式会社
RENET JAPAN (CAMBODIA) CO.,LTD.
MOBILITY FINANCE CAMBODIA PLC.
CHAMROEUN MICROFINANCE PLC.
PREVOIR (KAMPUCHEA) MICRO LIFE INSURANCE PLC.
RENET (CAMBODIA) HR CO.,LTD.
RENET JAPAN INTERNATIONAL PTE.LTD.
RENET SORAMITSU FINANCIAL TECHNOLOGIES CO., LTD.

このうち、リネットジャパングローバルスタッフ株式会社については、当連結会計年
度において新たに設立したことにより、当連結会計年度から連結子会社に含めておりま
す。また、連結子会社であったリネットジャパンHR株式会社は、清算を結了したこと
により、連結の範囲から除外しております。

(2)非連結子会社の状況
 非連結子会社の名称　　　　　一般社団法人地域SDGｓ創生ネットワーク
 連結の範囲から除いた理由　　　一般社団法人地域SDGｓ創生ネットワークは、
                                           総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金
                                           等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を
                                           及ぼしていないため、連結の範囲から除外
                                           しております。

２．持分法の適用に関する事項
(1)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

 持分法適用の関連会社数　　　該当の子会社及び関連会社はありません。
(2)持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

 非連結子会社の名称　　　　　一般社団法人地域SDGｓ創生ネットワーク
 持分法を適用しない理由　 　　　当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法

の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が
軽微であり、かつ重要性がないため持分法の適用
範囲から除外しております。

－ 2 －



RENET JAPAN (CAMBODIA) CO.,LTD.
CHAMROEUN MICROFINANCE PLC.
RENET (CAMBODIA) HR CO.,LTD.

MOBILITY FINANCE CAMBODIA PLC.
PREVOIR (KAMPUCHEA) MICRO LIFE INSURANCE PLC.
RENET JAPAN INTERNATIONAL PTE.LTD.
RENET SORAMITSU FINANCIAL TECHNOLOGIES CO., LTD.

３．連結子会社の事業年度に関する事項
以下の連結子会社の決算日は12月末日であり、連結決算日との差異が3ヶ月を超える

ことから、連結決算日に本決算に準じた仮決算に基づき、連結しております。

以下の連結子会社の決算日は、12月末日であり、連結決算日との差異が3ヶ月を超え
ることから、6月末で実施した仮決算に基づき、連結しております。

連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま
す。

上記以外の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

・市場価格のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定）

②棚卸資産
・商品

総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
・貯蔵品

最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(２) 重要な固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物　８～24年

②無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産
・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
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リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
④長期前払費用

定額法を採用しております。

(３) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金…………………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。また、
一部の在外子会社では国際財務報告基準第９号
「金融商品」を適用し、予想信用損失に基づく減
損モデルを使用し、期末日時点における信用リス
クに応じて必要額を計上しております。

②賞与引当金…………………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた
め、支給見込額に基づき、当連結会計年度負担額
を計上しております。

(４) 収益及び費用の計上基準
当社グループは、国内Re事業、海外金融・HR事業の各事業を展開し、商品の販売、
サービスの提供等を行っており、それぞれ以下の通り収益を認識しております。

①リユース事業
当事業では、自社サイトでの宅配買取・販売サービスを提供しており、顧客への商
品引渡し時点に履行義務が充足されると判断し、当該引渡し時点で収益を認識して
おります。
なお、当事業では他社が運営するポイントプログラムに係るポイント相当額につい
ては、顧客に対する商品販売の履行義務に係る取引価格の算定において、第三者の
ために回収する金額として、取引価格から控除し収益を認識しております。
履行義務の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融
要素は含んでおりません。

②小型家電リサイクル事業
当事業では、不用となった使用済小型電子機器等を宅配便で回収するサービス等を
提供しており、顧客へのサービス提供完了時点において履行義務が充足されると判
断し、当該サービス提供完了時点で収益を認識しております。
履行義務の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融
要素は含んでおりません。

③障がい福祉事業
当事業では、就労継続支援B型事業所の開設と自立のための生活支援サービス等を
提供しており、顧客へのサービス提供完了時点において履行義務が充足されると判
断し、当該サービス提供完了時点で収益を認識しております。
履行義務の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融
要素は含んでおりません。
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④人材送り出し事業
当事業では、自動車整備士を中心に、カンボジア技能実習生を日本へ送り出すサー
ビスを提供しており、顧客への人材送り出しサービス提供完了時点において履行義
務が充足されると判断し、当該サービス提供完了時点で収益を認識しております。
履行義務の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融
要素は含んでおりません。

⑤海外金融事業
当事業のうち、自動車ラッピング広告事業において、カンボジアの自動車ドライバ
ー向けにFlare ADを提供しており、サービス提供期間にわたって履行義務が充足
されると判断し、当該サービス提供期間にわたって収益を認識しております。
履行義務の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融
要素は含んでおりません。

(５) のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、投資効果の発現する期間を合理的に見積り、その見積期間
に応じて均等償却しております。

(６) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。
なお、在外子会社等の資産及び負債は仮決算日の直物為替相場により、収益及び費用
は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部の為替換算調整勘定及び
非支配株主持分に含めて表示しております。

(７) 重要なヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用して
おります。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息

③ヘッジ方針
当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的でデリバティブ取引を行ってお
り、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法
特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま
す。

(８) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
①繰延資産の処理方法

創立費………………………………５年間にわたり均等償却しております。
株式交付費…………………………３年間にわたり均等償却しております。
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社債発行費…………………………社債の償還までの期間にわたり均等償却
　　　　　　　　　　　　　　　しております。

②連結納税制度の適用………………連結納税制度を適用しております。

５．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下
「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財
又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る
と見込まれる金額で収益を認識しております。

これにより従来、リユース事業において他社が運営するポイントプログラムに係る
ポイント相当額について、販売費及び一般管理費として計上しておりましたが、顧客
に対する商品販売の履行義務に係る取引価格の算定において、当該他社ポイントは第
三者のために回収する金額として、取引価格から控除し収益を認識する方法に変更し
ております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定
める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を
遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、
当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当連結会計年度の営業収益が124,790千円減少し、販売費及び一般管理
費は124,790千円減少しておりますが、営業利益、経常利益、及び税金等調整前当期
純利益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高への影響もありま
せん。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下

「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会
計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７
月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める
新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、この変更に
よる連結計算書類への影響はありません。

また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等
に関する事項等の注記を行うこととしております。

６．表示方法の変更に関する事項
（連結損益計算書）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「株式交付費」
は金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表
示しております。
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当連結会計年度
有形固定資産 338,136千円
無形固定資産 254,557千円

減損損失 54,544千円

当連結会計年度
売掛金 443,363千円
商品 75,719千円

貸倒引当金 △106,887千円

７．会計上の見積りに関する注記
(１) 固定資産の減損損失

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
　資産グループについては、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出し、継続的に
収支の把握がなされる最小の管理会計上の単位に基づきグルーピングを行っておりま
す。減損の兆候が認められる資産グループについては、当該グループから得られる割
引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る場合、固定資産の帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。
　割引前将来キャッシュ・フローは、過去の実績データ、業界の動向等を織り込んだ
グループ各社の将来予測に基づき、合理的な仮定をおいて計算しております。
　上記の仮定は経営者の最善の見積りによって決定されておりますが、将来の経済情
勢や経営環境の著しい変化などにより影響を受ける可能性があります。経済情勢等の
著しい変化により、仮定の見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度の連結計
算書類に影響を与える可能性があります

(２) RENET JAPAN (CAMBODIA) CO.,LTD.の売掛金の評価及び同売掛金の回収工程か
ら発生する販売処分用在庫車両の評価
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
　売掛金の貸倒リスクに備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権については個別に回収見込額を勘案し、回収不能見込額を貸倒引
当金として計上しております。当該回収見込額には、同売掛金の個別の担保評価額も
しくは回収工程から発生した販売処分用在庫車両等（商品）が含まれており、中古市
場において得られる取引価格情報並びに過去の処分実績等から得られる売却価格を総
合的に勘案し、当該評価額を算出しております。
　RENET JAPAN (CAMBODIA) CO.,LTD.が計上した商品及び貸倒引当金の算出に
おける主要な仮定は、同社の保有する売掛金に係る個別の担保評価額もしくは回収工
程から発生した販売処分用在庫車両等の処分回収見込額であります。
　上記の仮定は経営者の最善の見積りによって決定されておりますが、将来の経済情
勢や経営環境の著しい変化などにより影響を受ける可能性があります。経済情勢等の
著しい変化により、仮定の見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度の連結計
算書類に影響を与える可能性があります。
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当連結会計年度
繰延税金資産 309,520千円

投資その他の資産「その他」(長期性預金) 434,430千円

１年内返済予定の長期借入金 139,518千円
長期借入金 279,037千円

(２) 有形固定資産の減価償却累計額 677,237千円

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額 1,300,000千円
借入実行残高 400,000千円

差引額 900,000千円

普通株式 12,293,600株

普通株式 68株

(３) 繰延税金資産の回収可能性
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループでは、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に基づき、繰
延税金資産の回収可能性の検討を行っております。当連結会計年度末において将来の
合理的な見積可能期間の一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づいて、回収可能
な将来減算一時差異を繰延税金資産に計上しております。
　繰延税金資産の回収可能性は、当社グループの事業計画を基礎として見積っており
ますが、当該事業計画は、将来の経済情勢や経営環境の著しい変化などによる重要な
不確実性を考慮に入れた一定の仮定のもとで判断しております。
　上記の仮定は経営者の最善の見積りによって決定されておりますが、将来の経済情
勢や経営環境の著しい変化などにより影響を受ける可能性があります。経済情勢等の
著しい変化により、仮定の見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度の連結計
算書類に影響を与える可能性があります。

８．連結貸借対照表に関する注記
(１) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①担保に供している資産

②担保に係る債務

（注）減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(３) 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約
当社グループは、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を
行うため、当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約を締結しております。こ
れら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

９．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(１) 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

(２) 当連結会計年度末の自己株式の種類及び総数
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普通株式 1,588,800株

(３) 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除
く。）の目的となる株式の種類及び数

(４) 配当に関する事項
該当事項はありません。

10．金融商品に関する注記
(１) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針
当社グループは資金計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調
達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な
運転資金を銀行借入により調達しております。

②金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金、営業貸付金及びリース投資資産は、顧客の信用リスクに晒
されております。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されてお
ります。
営業債務である買掛金及び未払金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借
入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に運転資金及び
設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。

③金融商品に係るリスク管理体制
イ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、与信管理規程等に従い、営業債権について各事業部門における
営業担当が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日
及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や
軽減を図っております。
当連結会計年度の連結貸借対照表日現在における最大信用リスク額は、信用リス
クに晒される金融資産の連結貸借対照表価額により表わされています。

ロ　市場リスク（金利・為替の変動リスク）の管理
当社グループは、各金融機関の借入金利の一覧表を定期的に作成・更新し、借入
金利の変動状況をモニタリングしております。
当社グループは、外貨建金銭債権債務については、為替変動の状況をモニタリン
グしております。

ハ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）
の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰計画を作成・
更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しておりま
す。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理
的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織
り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動する
こともあります。
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連結貸借対照表
計上額 時価 差額

(1) 売掛金 936,436
貸倒引当金（※１） △107,822

828,614 828,614 －
(2) リース投資資産 131,743

貸倒引当金（※２） △3,446
128,297 128,297 －

(3) 営業貸付金 5,094,557
貸倒引当金（※３） △263,459

4,831,098 4,831,098 －
(4) 投資有価証券 14,676 14,676 －

資産計 5,802,685 5,802,685 －
(1) 社債（※４） 150,000 149,561 △438
(2) 長期借入金（※５） 5,415,946 5,468,947 53,001

負債計 5,565,946 5,618,509 52,563

区分 当連結会計年度
非上場株式 697千円

(２) 金融商品の時価等に関する事項
2022年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。

（単位：千円）

（※１）売掛金に計上している貸倒引当金を控除しております。
（※２）リース投資資産に計上している貸倒引当金を控除しております。
（※３）営業貸付金に計上している貸倒引当金を控除しております。
（※４）１年内償還予定の社債を含んでおります。
（※５）１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
（※６）現金及び預金については、現金であること、及び預金については短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま
す。

（※７）買掛金及び短期借入金、未払金については、短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（※８）市場価格のない株式等については、上表には含めておりません。当該金融商品の
連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(３)金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する
相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ
ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
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区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 14,676 － － 14,676

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金
リース投資資産
営業貸付金
社債
長期借入金

－
－
－
－
－

828,614
128,297

4,831,098
149,561

5,468,947

－
－
－
－
－

828,614
128,297

4,831,098
149,561

5,468,947

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの
インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低い
レベルに時価を分類しております。

①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され
ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

売掛金
売掛金のうち割賦売掛金については、将来キャッシュ・フローを市場金利等の指標
で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

リース投資資産
時価の算定については、将来キャッシュ・フローを市場金利等の指標で割り引いた
現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

営業貸付金
時価の算定については、元利金の合計額を同様に新規貸付けを行った場合に想定さ
れる利率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

社債（１年内に償還予定のものを含む）
時価の算定については、元利金の合計額を、当該社債の残存期間及び信用リスクを
加味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類し
ております。

長期借入金（１年内に返済予定のものを含む）
時価の算定については、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類してお
ります。
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報告セグメント
国内Re事業 海外金融・HR事業 計

リユース
小型家電リサイクル
障がい福祉
人材送出し
海外金融

4,846,942
2,370,690

134,382
－
－

－
－
－

107,550
18,354

4,846,942
2,370,690

134,382
107,550
18,354

顧客との契約から生じ
る収益 7,352,015 125,904 7,477,920

その他の収益（注） － 1,109,824 1,109,824
外部顧客への営業収益 7,352,015 1,235,729 8,587,744

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権 933,256
契約資産 －
契約負債 32,349

１株当たりの純資産額 179円43銭
１株当たりの当期純利益 40円76銭

11．収益認識に関する注記
(１) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

単位：千円

（注）その他の収益には、営業貸付収益、リース取引収益、保険引受収益等が含まれてお
ります。

(２) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類の作成のための基本となる
重要な事項に関する注記等　４．収益及び費用の計上基準」に記載しております。

(３) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
契約資産及び契約負債の残高等

単位：千円

12．１株当たり情報に関する注記
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株主資本等変動計算書（2021年10月１日から2022年９月30日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己
株式

株主資本
合 計資 本

準 備 金
その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

そ の 他
利 益
剰 余 金

利 益
剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金
当期首残高 1,636,608 1,242,872 117,610 1,360,482 △2,074,762 △2,074,762 △92 922,236

当期変動額
新株の発行
（新株予約
権の行使）

7,040 7,040 7,040 14,080

当期純利益 222,139 222,139 222,139

株主資本以外
の項目の当期
変動額
当期変動額合
計 7,040 7,040 － 7,040 222,139 222,139 － 236,219

当期末残高 1,643,648 1,249,912 117,610 1,367,522 △1,852,623 △1,852,623 △92 1,158,455

評 価 ・ 換 算 差 額 等
新 株
予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証

券 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 △3,957 △3,957 10,341 928,620

当期変動額
新株の発行
（新株予約
権の行使）

14,080

当期純利益 222,139

株主資本以外
の項目の当期
変動額

△5,700 △5,700 △2,581 △8,281

当期変動額合計 △5,700 △5,700 △2,581 227,937

当期末残高 △9,657 △9,657 7,759 1,156,558

注．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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建物 ８～24年
構築物
機械及び装置

10～20年
12年

車両運搬具 6年
工具、器具及び備品 ２～10年

個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
②その他有価証券

市場価格のあるもの
期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）

時価を把握することが極めて困難と認められるもの
移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品

最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得の建物附属設備及び構築物は定額法）を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
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(3) リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用
定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
上しております。
賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき、当事業年度
負担額を計上しております。

４．収益及び費用の計上基準
当社は、連結子会社へ経営指導を行っており、当該連結子会社に対し経営・企画等の指
導を行うことを履行義務として識別しております。当該履行義務は時の経過につれて充
足されるため、契約期間にわたって均等按分し、収益を認識しております。
履行義務の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素
は含んでおりません。

５．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

６．重要なヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を採用してお
ります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…金利スワップ
ヘッジ対象…借入金の利息

(3) ヘッジ方針
当社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的でデリバティブ取引を行っており、
投機目的のデリバティブ取引は行わない方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。
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当事業年度
関係会社株式 1,802,077千円

関係会社株式評価損 418,217千円

７．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 繰延資産の処理方法

株式交付費
３年間で均等償却しております。

社債発行費
社債の償還までの期間にわたり均等償却しております。

(2) 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

（会計方針の変更）
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益
認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの
支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で
収益を認識しております。なお、この変更による計算書類への影響はありません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時
価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19
項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２
項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将
来にわたって適用することとしております。なお、この変更による計算書類への影響はあ
りません。

８．会計上の見積りに関する注記
(1) 関係会社株式の評価

①当事業年度の計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、関係会社株式の評価において、各社の株式の実質価額と取得原価を比較

し、50%以上の下落が生じている場合は、回復可能性があると認められる場合を除い
て減損処理を行っております。

関係会社株式の実質価額は、各関係会社の純資産相当額であると仮定して算出して
おります。

上記の仮定は経営者の最善の見積りによって決定されておりますが、将来の経済情
勢や経営環境の著しい変化などにより影響を受ける可能性があります。経済情勢等の
著しい変化により、仮定の見直しが必要となった場合には、翌事業年度の計算書類に
影響を与える可能性があります。
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当事業年度
繰延税金資産 329,457千円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 166,847千円

金銭債権 1,282,890千円
金銭債務 356,758千円

当座貸越極度額及び貸出
コミットメントの総額 1,300,000千円

借入実行残高 400,000千円
差引額 900,000千円

売上高 1,448,386千円
仕入高 －千円

営業取引以外の取引による取引高 81,597千円

普通株式 68株

(2) 繰延税金資産の回収可能性
①当事業年度の計算書類に計上した金額

②識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
当社では、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」に基づき、繰延税金資

産の回収可能性の検討を行っております。当事業年度末において将来の合理的な見積
可能期間の一時差異等加減算前課税所得の見積額に基づいて、回収可能な将来減算一
時差異を繰延税金資産に計上しております。

繰延税金資産の回収可能性は、当社の事業計画を基礎として見積っておりますが、
当該事業計画は、将来の経済情勢や経営環境の著しい変化などによる重要な不確実性
を考慮に入れた一定の仮定のもとで判断しております。

上記の仮定は経営者の最善の見積りによって決定されておりますが、将来の経済情
勢や経営環境の著しい変化などにより影響を受ける可能性があります。経済情勢等の
著しい変化により、仮定の見直しが必要となった場合には、翌事業年度の計算書類に
影響を与える可能性があります。

９．貸借対照表に関する注記

　　（注）減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

(2) 関係会社に対する金銭債権又は債務

(3) 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約
当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うた
め、当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約を締結しております。これら契
約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

10．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高

11．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
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未払事業税 13,003 千円
賞与引当金 14,558
関係会社株式評価損 780,063
貸倒引当金 32,836
その他 25,177

繰延税金資産小計 865,638
評価性引当額 △536,180
繰延税金資産合計 329,457
繰延税金資産純額 329,457

12．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
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種類 会社等
の名称

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社

リネットジャパン
リサイクル株式会
社

（所有）
直接 100.0

役員の兼任
経営指導

配当金の受取
（注）２. 100,800 － －

経営指導料の
受取

（注）３.
621,843 売掛金 274,376

資金の借入 200,000 短期借入金 200,000

リネットジャパン
ソーシャルケア株
式会社

（所有）
直接 100.0

資金の貸付
役員の兼任

資金の回収 80,000 － －

経費の立替 116,931 立替金 116,931

ネットオフ株式会
社

（所有）
直接 100.0

役員の兼任
経営指導

配当金の受取
（注）２. 200,000 － －

経営指導料の
受取

（注）３.
505,774 売掛金 186,242

資金の借入
資金の返済

200,000
200,000 － －

債務保証
併存的債務引受

（注）４.

763,680
390,107 － －

RENET JAPAN 
(CAMBODIA) 
CO.,LTD.

（所有）
直接 100.0

資金の貸付
役員の兼任

利息の受取
（注）５. 135,093 － －

CHAMROEUN 
MICROFINANC
E PLC.

（所有）
直接 100.0

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
資金の回収
利息の受取
（注）５.

284,425
305,175

4,148 － －

RENET JAPAN 
INTERNATIONA
L PTE.LTD.

（所有）
直接 100.0

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注）６. － 未収収益

長期貸付金
3,554

115,848

13．関連当事者との取引に関する注記
（1）子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。
（注）２.持株会社である当社が示す配当基準に準拠し、配当を実施しております。
（注）３.経営指導料については、経営活動全般に関する指導、助言に対する対価として業

務の内容を勘案し決定しております。
（注）４.当社の金融機関からの借入に対して、併存的債務引受及び債務保証を受けており

ます。なお、保証料は支払っておりません。
（注）５.貸付金の利率については、市場金利を勘案し、合理的に決定しております。
（注）６.RENET JAPAN INTERNATIONAL PTE.LTD.への貸倒懸念債権に対し、貸倒引当

金109,198千円を計上しております。また、当事業年度において、22,953千円の
貸倒引当金繰入額を計上しております。

14．収益認識に関する注記
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１株当たりの純資産額 93円45銭
１株当たりの当期純利益 18円08銭

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記 
４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

15．１株当たり情報に関する注記

16．その他の注記
該当事項はありません。
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